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宿泊税の制度の概要

4

宿泊税とは…
観光資源の充実、受入環境の整備その他の観光の振興を図る施策に要する費用に充て

るため、それぞれの自治体が条例に基づき課す法定外目的税です。
令和８年６月１日現在、全国で７都道府県、38市町村で導入されています。

市区町村都道府県

北海道：倶知安町（2019年）、ニセコ町（2024年）、赤井川村（2025年）、

札幌市、函館市、小樽市、旭川市、釧路市、帯広市、北見市、網走市、富良野市、

音更町、小清水町、洞爺湖町、新得町、留寿都村、占冠村（以上、2026年）

青森県：弘前市（2025年）

宮城県：仙台市（2026年）

神奈川県：湯河原町（2026年）

石川県：金沢市（2019年）

長野県：松本市、軽井沢町、阿智村、白馬村、野沢温泉村（以上、2026年）

岐阜県：高山市、下呂市（以上、2025年）、岐阜市（2026年）

静岡県：熱海市（2025年）

愛知県：常滑市（2025年）

三重県：鳥羽市（2026年）

京都府：京都市（2018年）

島根県：松江市（2025年）

福岡県：福岡市、北九州市（以上、2020年）

長崎県：長崎市（2023年）

北海道（2026年）

宮城県（2026年）

東京都（2002年）

長野県（2026年）

大阪府（2017年）

広島県（2026年）

福岡県（2020年）

導入済み自治体
（導入年）

岩手県：盛岡市（2026年10月）

栃木県：那須町（2026年10月）

熊本県：熊本市（2026年7月）

宮崎県：宮崎市（2026年7月）

沖縄県：石垣市、宮古島市、本部町、恩納村、北谷町（以上、2027年2月）沖縄県（2027年2月）

今後導入予定の
自治体
（導入予定年月）

※条例制定済
総務大臣同意済
条例未施行

（令和８年６月１日現在）

参考資料②



他の自治体における宿泊税の制度の概要～税率別の制度比較～
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税負担のイメージ概要税率

宿泊料金や施設の種別に関わらず、
１人１泊あたり同額を課税する方式

（例）
一律200円/人泊

一律定額

定
額
制 宿泊料金に応じて数段階に分け、

それぞれに異なる定額を課税する方式

（例）
1万円未満 200円/人泊
1万～2万円未満 300円/人泊
2万円以上 500円/人泊

段階的定額

宿泊料金に一定の税率を乗じて
課税する方式

（例）
宿泊料金の2%

定率
定
率
制

税負担額

宿泊料金

200円

税負担額

宿泊料金

200円

300円

500円

1万円 2万円 5万円

税負担額

宿泊料金
1万円 2万円

200円

400円

1,000円

5万円 5



他の自治体における宿泊税の制度の概要

他の都道府県及び白浜町の事例（※令和8年6月時点）

※税率については、当該自治体の税率であり、市町村においても宿泊税を課している場合は、それぞれの税率
を合算した金額となります。

6

税率（円）宿泊料金（人泊）自治体名

100円20,000円未満

北海道 200円20,000円以上50,000円未満

500円50,000円以上

300円6,000円以上宮城県

100円10,000円以上15,000円未満
東京都

200円15,000円以上

300円6,000円以上⾧野県

200円5,000円以上15,000円未満

大阪府 400円15,000円以上20,000円未満

500円20,000円以上

200円6,000円以上広島県

200円（金額に限らず）福岡県
2.0%

(上限 2,000円)（金額に限らず）沖縄県

税率（円）宿泊料金（人泊）自治体名
200円50,000円未満

札幌市
500円50,000円以上

200円（金額に限らず）小樽市

3%（金額に限らず）倶知安町
200円6,000円未満

京都市

400円6,000円以上20,000円未満

1,000円20,000円以上50,000円未満

4,000円50,000円以上100,000円未満

10,000円100,000円以上

200 円10,000 円未満

白浜町
300 円10,000 円以上 20,000 円未満

500 円20,000 円以上 50,000 円未満

1,000 円50,000 円以上



他の自治体における宿泊税の制度の概要

宿泊施設への宿泊行為⇒納税義務者は「宿泊する人」です。

※宿泊施設とは、
・旅館業法に規定する旅館・ホテル、簡易宿所営業に係る施設
・住宅宿泊事業法に規定する住宅宿泊事業（民泊）に係る施設

課税対象（課税客体）

【定額制（一律・段階的）】と【定率制】に分類されます。
※各自治体の概要は、前ページ参照

税率

学校の修学旅行その他の教育活動として宿泊する場合など、一
定の要件を満たす場合は宿泊税を課税しないとする制度です。課税免除

一定の要件（宿泊税の場合、宿泊料金に応じて設定する区分）
を満たさなければ課税しないとする制度です。
（例）1人１泊 6,000円未満は免除

免税点

宿泊施設において宿泊者から宿泊税を徴収し、当該自治体に申
告・納入する方法になります。
（※）宿泊施設は「特別徴収義務者」としての登録が必要となります。

徴収方法（特別徴収制度）

納期内に申告納入された宿泊税額の一定割合を特別徴収義務者
に交付するものです。
（例）納期内納入額の2.5％

特別徴収義務者交付金

宿泊税制度の主な項目と内容

7



入湯税導入団体の状況 

 入湯税超過課税及び段階税率団体調査一覧 

 

市町村名 宿泊 日帰り 

東川町（北海道） 250 円 150 円 

箕面市（大阪府） 200 円 75 円 

美作市（岡山県） 200 円 200 円 

東伊豆町（静岡県） 300 円 300 円 

釧路市（北海道） 
国際観光ホテル整備法上の登録ホテル・旅館 300 円 

90 円 
上記以外の施設 150 円 

登別市（北海道） 
一般 300 円 

50 円 
ユースホステル 100 円 

伊達市（北海道） 

1 泊の宿泊料金が 6,000 円を超え、かつ総客室数が 20室

を超える施設 300 円 50 円 

上記以外の施設 150 円 

上川町（北海道） 
国際観光ホテル整備法に規定する登録ホテル等 250 円 

150 円 
上記以外の施設 150 円 

壮瞥町（北海道） 
一般 300 円 

100 円 
ユースホステル 100 円 

桑名市（三重県） 

ホテル、旅館及びこれに類する施設 210 円  210 円 

国民宿舎、寮、保養所及びこれに類する施設 150 円 150 円 

上記以外の施設 60 円 60 円 

長門市（山口県） 
長門市景観条例に基づく景観形成重点地区 300 円 300 円 

上記以外の区域 150 円 150 円 

西伊豆町（静岡県） 
5,000 円未満 200 円 

200 円 
5,000 円以上 300 円 

由布市（大分県） 
4,000 円以下 100 円 

70 円 
4,001 円以上 250 円 

別府市（大分県） 

1,500 円以上 2,000 円以下  50 円 

40 円 

2,001 円以上 4,500 円以下  100 円 

4,501 円以上 6,000 円以下  150 円 

6,001 円以上 50,000 円以下 250 円 

50,001 円以上                500 円 

 

  



県内の入湯税導入団体の状況 

 

市町村名 宿泊 日帰り 

和歌山市 150 円 75 円（入湯料金が 1,500 円以下の場合は免除） 

海南市 150 円 免除 

橋本市 150 円 75 円（入湯料金が 1,000 円以下の場合は免除） 

有田市 150 円 150 円（入湯料金が 1,000 円以下の場合は免除） 

田辺市 150 円 150 円 

新宮市 150 円 75 円 

紀の川市 150 円 75 円（入湯料金が 1,000 円以下の場合は免除） 

岩出市 150 円 70 円 

紀美野町 150 円 75 円 

かつらぎ町 150 円 75 円（入湯料金が 1,000 円以下の場合は免除） 

湯浅町 150 円 免除 

広川町 150 円 免除 

有田川町 150 円 150 円 

日高町 150 円 150 円 

みなべ町 150 円 150 円 

日高川町 150 円 150 円 

白浜町 150 円 150 円（入湯料金が 1,000 円以下の場合は免除） 

上富田町 150 円 免除 

すさみ町 150 円 150 円 

那智勝浦町 150 円 75 円（入湯料金が 1,000 円以下の場合は免除） 

太地町 150 円 150 円 

古座川町 150 円 150 円 

北山村 150 円 150 円（入湯料金が 1,000 円以下の場合は免除） 

串本町 150 円 150 円 

 



宿泊税の使途に関する論点資料

公益財団法人日本交通公社

主任研究員 池知 貴大



はじめに

使途に関連した論点

2

1 貯めるか、貯めないか

財源の持ち方＝基金

通常の税は単年度で使い切るのが原則。観光は複
数年度の戦略で動くため、「基金」に貯めて年度をま
たいで使うという選択肢を考える。

→ p.3〜5

2 使途の決め方の設計

どこまで・どう決めるか

目的税だからといって使途を条例で固定してしまうと、
柔軟性に欠ける。程よい粒度の「計画」で枠づけし、
状況に応じて見直せるようにする選択肢を考える。

→ p.6〜9

3 見直す・回す仕組み

誰が担うか

宿泊税を前提とした観光に関する計画は多様な意
見の反映を踏まえ上で、優先順位の設定が重要と
なるため、行政・DMO・民間等が噛み合う「会議体」
で合意形成をする選択肢を考える。

→ p.10〜12



論点 ①

貯めるか、貯めないか

・通常の税は「単年度で使い切る」が原則

・観光は複数年度の戦略で動き、毎年同じことを繰り返すものではない

・だから「基金」に貯めて年度をまたいで使う、という選択肢が重要となる

・メリット＝良い案件に厚く張れる ／ デメリット＝ただ貯め込む「埋蔵金」批判

論点① 論点② 論点③

3



論点①｜貯めるか、貯めないか

なぜ「貯める」ということを考えるのか

4

住民サービスに充てるお金は、住民の数やニーズが年々大きく変わるものではなく、あまり変更がない。
一方、観光は外部環境の変化でやるべきことが大きく変わるため、毎年同じことを続けるのではなく、複数年度にわたる戦略が重要になる。

一般財源

住民サービス など

使い道は毎年ほぼ同じ

→ その年の税収を、その年に使えばよい

＝ 単年度で完結

宿泊税（目的税として設計する場合）

観光振興

使い道が年度で大きく変わる

複数年の戦略的・投資的な支出も必要

→ 単年度の予算では収まりきらない

≠

だからこそ、宿泊税は『貯めて、年度をまたいで使う（＝基金）』という選択肢が重要になる。



論点①｜貯めるか、貯めないか

基金化のしくみ

5

宿泊税収はいったん「基金」に積み立てて管理し、年度をまたいで計画的に使えるようにする地域も多い。

宿泊税収

基金条例に基づき積立 基金

例）「観光地域づくり基金」

繰越（翌年度以降へ持ち越し可）

メリット

単年度予算にとらわれず、繰越を含めた中長期の事業展開が可能になる。「貯めて、良い案

件に厚く張る」こともできる。

デメリット・留意点

使い道を伴わずにただ貯め込むだけだと、「埋蔵金」との批判を招きうる。使途を明確にし、計画

的に取り崩すことが前提。

参考：白馬村持続可能な観光地経営に関する条例（第14・15条）ほか、導入自治体の基金・使途条例

① 予算化して執行（通常の予算と同じ）

② 計画等に紐づけて予算化して執行

→ どこまで縛るかは 論点②「決め方」へ



論点 ②

使途の決め方の設計

・すべて固定すると硬直化、緩すぎると曖昧化（一般財源化）を招く

・そこで、個別の使途でなく「決め方（プロセス）」自体を設計するという発想も重要になる

・白馬村は程よい粒度の「計画」で大枠を定め、期ごとに検証・見直すしくみを組み込む

メリット＝ある程度縛った上で、変化に対応できる ／ デメリット＝計画策定・見直しにコストがかかる

論点① 論点② 論点③
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論点②｜使途の決め方の設計

使途を「今」固定することのリスク

7

宿泊税は特定の目的に使う「目的税」だが、その目的の特定が難しい。

条文で細かく列挙すると実態と合わず無駄が生じ、それを恐れて抽象的に書くと、観光は裾野が広いため何にでも使えてしまい、目的税としての意味が薄れる。

✕ 厳格に固定しすぎる → 硬直化

社会状況が変わっても使途を変えられず、事業が実態と合わなくなっていく。

イメージ｜使途を細かく列挙して固定 → 後から生じた課題（防災・人手不足 等）に充て

られない。

✕ 運用が緩すぎる → 曖昧化

使途がなし崩しに広がり、実質的な「一般財源化」（＝何にでも使えるお金にな

ること）を招く。

例｜米・ハワイ州 観光専用の財源が徐々に一般会計へ流れ、2022年以降は専用

財源の枠組み自体が廃止。

導入（いま） 10年後 20年後 30年後…



論点②｜使途の決め方の設計

「決め方（プロセス）」そのものを設計するという考え方も存在する

8

基本的な発想：個別の使途を今固定するのではなく、使途の「決定プロセス」自体を設計する。

✕ 中身（使途リスト）を固定する

決めた時点の内容のまま動かせない

→ 変化に弱い

◯ 「決め方（プロセス）」を設計する

決める 実行する 検証する

見直して、また決める

状況が変われば、手続きに沿って中身を更新できる

→ 変化に強い



論点②｜使途の決め方の設計

使途の大枠を計画で決める方法：白馬村の例

9

使途の大枠を、条例に位置づけた「指針・計画」で定める手法。白馬村は10年計画のビジョンを条例上の法定戦略とした。

目標像
「地域住民が誇る、

オールシーズン型マウンテンリゾート・コミュニティ」

基本戦略（4本）
① 暮らしにつながる観光振興 ② 適切な開発

③ 観光産業の構造改革 ④ HAKUBAローカルの磨き上げ

主要施策（18項目）｜二次交通、閑散期対策、環境・景観、産業構造 など

（点線）宿泊税の使途＝
条例第11条は「経営ビジョンに定める事項を推進するための事業に要する費用に充てるため」と規定

見直しのしくみ（10年をどう回すか）

前期3年 中期3年 後期4年

2026年度 2035年度

・経営会議で年2回程度、進捗を検証

・期の節目に、施策を組み立て直す

・状況に応じて、ビジョン自体も改定

出典：白馬村持続可能な観光地経営に関する条例（2025年3月）、白馬村観光地経営ビジョン（2026年3月）



論点 ③

見直す・回す仕組み

・計画は「作って終わり」ではなく、回して見直すことが要

・観光地の戦略は、行政・DMO・民間等の単独では担えない

・関係者が噛み合う「会議体（観光地経営会議）」で回す

・担い手の組合せは地域に応じて設計 ／ メリット＝合意形成・デメリット＝会議運営のコスト

論点① 論点② 論点③
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論点③｜見直す・回す仕組み

計画を回す「場」という考え方：観光地経営会議

11

計画を作ったままで放置しては、「絵に描いた餅」になりがちである。
宿泊税は事業をDMO等が担う割合も大きく、現場の実務・意見を踏まえてこそ効果が出るため、基金の使い方や計画について議論する、「場づくり」も一つの論点となる。
また、意見を集めるだけでなく、最終的に優先順位をつけて意思決定を行う一定のトップダウンの会議体も必要であり、これにより行政としても正式に地域の意見として活用できるようになる。

行政 DMO 事業者・地域団体 地域・住民

① これまでの使途・事業を共有 ② 多様な意見を出し合う（協議） ③ 優先順位をつけて決定

メリット

• 異なる立場の関係者が、宿泊税（目的税）を介して観光地のあり方を建設的に議論で

きる「場」になる

• 一つの立場では決めきれない複雑な使途を、多様な視点を踏まえて判断できる

• 会議で決定することで「合意形成」となり、地域の意見として行政も活用できる

デメリット

• 計画づくりに手間・コストがかかる（行政が単独で作る方が手早い）

• 会議体の運営・参加そのものが、行政にも参加者にも継続的な負担になる

観光地経営会議
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入湯税の超過課税分を基金化し、条例に基づく外部評価委員会が使途を検証・評価する体制。

長門湯本温泉みらい振興評価委員会 年2回開催

市（長門市・事務局）
外部有識者委員

（学識・メディア・建築・観光 等）

エリアマネジメント法人
（長門湯本温泉まち株式会社）

温泉運営事業者（長門湯守株式会社）

・事務局＝市（長門市）が担う

・基金条例に基づき設置

・会議は原則公開（YouTubeで配信）

委員会の役割｜基金の使途の検証・評価

① 市・エリマネ法人の取組結果の報告

② 外部委員による検証・評価

③ 基金の処分について市長に意見

評価結果を翌年度の事業計画へ反映（↻）

出典：長門市長門湯本温泉みらい振興基金条例
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